


★上記行政処分に加えて、事業者の指導監督義務違反や下命・容認等があった
　場合は、下記の行政処分が行われます。

事業者が飲酒運転に係る指導監督義務違反
の場合

飲酒運転を伴う重大事故を引き起こし、
かつ事業者が飲酒運転に係る指導監督義
務違反の場合

事業者が飲酒運転を下命・容認した場合

　飲酒運転（酒酔い運転、酒気帯び運転）は、きわ

めて悪質で危険な犯罪行為です。万一、ドライバー

が飲酒運転をし、それを会社が容認していた場合や

飲酒運転による事故を起こした場合、飲酒運転防止

への指導監督が不十分であった場合などは、事業停

止や自動車使用禁止等の厳しい処分を受けることに

なり、社会的な信用も失墜して、経営に重大な影響

を及ぼします。
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交通事故処理規程

この規程は、

　飲酒運転をしたドライバーに対する罰則は、懲役などの厳しいものとなっており、その結果、
解雇や失業、更には生活崩壊や家庭崩壊を招くケースも決して珍しくありません。



●飲酒運転防止教育を積極的に推進する
　・飲酒が運転に及ぼす影響
　・飲酒運転に対する罰則・処分　
●勤務時間前の飲酒の禁止等遵守事項を徹
　底する
●酒気を帯びた状態にあるときの申し出を
　徹底させる
●労働組合、従業員との協力体制を強化す
　る
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●アルコール依存症等を防止するため、飲
　酒習慣の改善や節酒等に対する協力を手
　紙等により家族に要請する

●出庫時・帰庫時は対面点呼を確実に実施
　する
●酒気帯びの有無について、ドライバーか
　らの申し出を徹底する
●アルコール検知器による測定を徹底する
●アルコール検知器に使用の有無や酒気帯
　びの有無を点呼簿に記録する
●点呼内容（顔色、臭い、応答等目視確認）
　を充実・強化する
●点呼の執行体制を強化する

協力



< 参考 >
◎アルコール検知器備え義務違反
●検知器の備えなし（「備えなし」とは、アルコール
　検知器が１器も備えつけられていない場合をいう）
　・初違反　60 日車
　・再違反 120 日車

<参考 >
◎アルコール検知器の常時有
　効保持義務違反
●常時有効保持義務違反とは
①正常に作動しないアルコー
　ル検知器により酒気帯びの
　有無の確認を行った場合に
　適用する。
②正常に作動しないアルコー
　ル検知器であることを理由
　に酒気帯びの有無の確認を
　怠った場合に適用する。
　・初違反　20 日車
　・再違反  40 日車

※

※

※

※

ℓ

測定

測定

●アルコール検知器を運転者に携行させるか、

　又は事業用自動車に設置されているアルコー

　ル検知器を使用させる場合は、上記の事項の

　いずれも運転者の出発前に行う
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　走行中はもちろんですが、休憩時や仮眠前の飲酒

も厳禁とします。

　特に、仮眠前は寝付きをよくするために飲酒する

ドライバーも見られますが、仮眠前の飲酒は、酒気

帯び運転の原因となるだけでなく、それが習慣化す

ると、いわゆる「アルコール依存症」につながる危

険もありますから、たとえ少量でも仮眠前に酒は飲

まないよう指導を徹底する必要があります。

　また、フェリー乗船中など運行途中の休息期間中

における飲酒も酒気帯び運転につながりますから、

禁止するよう指導を徹底する必要があります。

　貨物自動車運送事業法輸送安全規則第１７条の

「運転者の遵守事項」において、「酒気を帯びた状

態にあるときは、その旨を事業者に申し出ること」

と定められています。

　したがって、点呼時等に、飲酒の有無や、飲酒量、

飲酒後の経過時間、睡眠状況、体調などを、ドラ

イバーが申し出るよう指導を徹底する必要があり

ます。

　体内に入ったアルコールはすぐには消えません。

一般に、体重 60 キロの人が 500mℓの缶ビールを飲

んだ場合、アルコールが消えるまでには３～４時

間がかかるといわれています。例えば、３本の缶

ビールを飲んだ場合には、８時間が経過してもア

ルコールは消えないことになります。

　したがって、飲酒後８時間が経過すれば血中濃

度が必ずしも平常値に戻るわけではありません。

　また、アルコールが消えるまでの時間について

は個人差が大きく、年齢や体質、その時の体調や

飲酒量などにより大きく左右されますから、その

点をドライバーにしっかりと認識させる必要があ

ります。
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点呼簿



　アルコール検知器でアルコールが検知され

たときは、罰則の基準未満（呼気中アルコー

ル濃度0.15mg/ℓ未満）であっても、必ず「乗

務禁止」とします。

　「酒気を帯びた状態」は、道路交通法施行

令第44条の３に規定する呼気中のアルコール

濃度0.15mg/ℓであるか否かを問わないという

点に留意する必要があります。

　罰則基準未満でも、酒気があれば道路交通

法第65条第１項による「酒気帯び運転」とな

り違反行為です。

●アルコールが検知されれば
  程度を問わず乗務禁止!!

　飲酒運転による事故実態

　トラック運送事業者が実施している飲酒運転

防止対策の主な取組み事例は、次のようになり

ます。

・管理者によるパトロール指導の実施（休憩地

点や中継地点において服務状況を確認）

・運転室内の点検（運転室内の点検では、室内

　の整理整頓も含めて、酒類の缶やビンがない

　かどうかを確認）

・ドライバー研修会等での指導

・運転記録証明書の取得による事故歴・違反歴

　の確認

・フェリー乗船中など運行途中の休息期間中に

　おける飲酒の禁止

・手紙・チラシ等による従業員の家族への呼びかけ

　警察庁統計（令和３年）では、飲酒運転による「死亡事故率」は、飲酒していない人に比べ９倍以上

も高く、飲酒運転は極めて危険で悪質な犯罪行為であることを明示しています。また、飲酒死亡・重傷

事故の人的要因別比較でも、「操作不適」、「前方不注意」など、運転操作への影響が色濃くでています。

　事業用トラック運転者による飲酒運転は反社会的行為であり、荷主や、社会全体からの信頼性の確保

を図るためにも、トラック運送業界からの飲酒運転の根絶を徹底する必要があります。
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　　は、当該測定結果を営業所に伝送させる方法）で報告させる

　　とともに、アルコール検知器の使用の有無及び酒気帯びの有

　　無を点呼簿に記録する。

（３）点呼内容を充実・強化する。

　　・点呼執行者と運転者との物理的距離（起立位置・足型表示

　　　等）の見直しを行い、運転者の顔色、呼気の臭い、応答の

　　　声の調子等目視でも酒気帯びの有無を確認する。

　　・乗務前の「飲酒の有無・量・飲酒後経過時間・睡眠状況・

　　　体調等」を運転者から自発的に報告するよう改善する。

　　・乗務終了後の酒気帯びの有無の確認を徹底する。

（４）点呼の執行体制を強化する。

　　・運行管理者と運行管理補助者との業務に見合った運行管理

　　　体制及び連携体制を確立し、厳正な点呼を実施する。

　　・照明等点呼執行場所の環境改善に努める。

（５）酒気帯びが確認された運転者に対しては、乗務禁止を命じ

　　る。なお、帰庫時等において酒気帯びが確認された場合は厳

　　正な処分を行う。

５．アルコール検知器の使用の徹底等（運行管理者等）

（１）アルコール検知器を営業所ごとに設置し、必要に応じ携帯 

　　型アルコール検知器等を備え置き、又は営業所に属する事業

　　用自動車に設置するものとする。

（２）アルコール検知器は呼気中のアルコールを検知し、その有

　　無又はその濃度の警告音、警告灯、数値等により示す機能を

　　有するものを備え付けるものとし、アルコールを検知して原

　　動機が始動できないようにする機能（アルコールインターロ

　　ック）を有するものを含む。

（３）アルコール検知器は、常時有効に保持（正常に作動し、故

　　障がない状態）しなければならない。このため、アルコール

　　検知器の製作者が定めた取扱説明書に基づき適切に使用し、

　　管理し及び保守するとともに、次の基準により定期的に故障

　　の有無を確認し、故障がないものを使用する。

  　①　毎日確認すべき事項（アルコール検知器を運転者に携行

　　　させるか、又は事業用自動車に設置されているアルコール

　　　検知器を使用させる場合は、運転者の出発前に行う。）

　　　ア）アルコール検知器の電源が確実に入ること。

　　　イ）アルコール検知器に損傷がないこと。

　　②　毎日確認することが望ましく、少なくとも１週間に１回

　　　以上確認すべき事項（アルコール検知器を運転者に携行さ

　　　せるか、又は事業用自動車に設置されているアルコール検

　　　知器を使用させる場合は、運転者の出発前に行う。）

　　　ア）確実に酒気を帯びていない者が当該アルコール検知器

　　　　　を使用した場合に、アルコールを検知しないこと。

　　　イ）洗口液、液体歯磨き等アルコールを含有する液体又は

　　　　　それをうすめたものをスプレー等により口内に噴霧し

　　　　　た上で、当該アルコール検知器を使用した場合に、ア

　　　　　ルコールを検知すること。

（４）アルコール検知器を運転者に貸し出して個々の運転者のア

　　ルコール濃度がどの程度の時間経過により平常値に戻るかを

　　自覚させ、アルコールによるリスクを認識させる。

６．情報提供および理解を求めるための措置（事業者等）

　　各事業者ごとの飲酒運転防止対策の実施状況や飲酒運転根絶

　のための決意表明等を事業者の社内誌及び各都道府県トラック

　協会の広報誌に掲載して社内外に理解を求める。

１．従業員及び家族に対する積極的な指導・啓発活動の実施 

　  （事業者、運行管理者等）

（１）道路交通法、貨物自動車運送事業法等関係法令や飲酒によ

　　る影響・弊害等を再確認させるための資料作成・研修等飲酒

　　運転防止教育を積極的に行い、問題意識の共有を図るととも

　　に従業員に必要な対策等の提言を求める。

（２）飲酒運転を根絶させるため、飲酒習慣や体質改善、勤務時

　　間外の飲酒について事業者が手紙等で家族への協力要請を積

　　極的に行う。

（３）労働組合、従業員との協力体制を強化する。

（４）ＡＳＫ（アルコール薬物問題全国市民協会）が実施する飲   

　　酒運転防止のためのプログラムを活用する等、職場内に飲酒

　　運転防止意識を浸透させる。

２．飲酒に関する規制の強化（事業者、運行管理者等）

（１）勤務に支障を及ぼす恐れのあるような飲酒を禁止する。

　　・勤務時間前は飲酒を禁止する。なお、飲酒後8時間を経過 

　　　すればアルコール血中濃度が必ず平常値に戻るものではな

　　　いことの指導を徹底する（年令、体質、体調、飲酒量によ

　　　り個人差がある）。

　　・勤務中（休憩、仮眠、フェリー乗船中等を含む。)における

　　　飲酒を禁止する。

（２）飲酒運転に関する懲戒処分を強化する。（社内懲戒処分規

　　定の制定・改正等）

３．運転者の飲酒状況等に係る実態の把握（事業者、運行管　

　理者等）

（１）管理者による個別面談、自己申告等により個々の運転者の

　　飲酒実態を把握する。また、健康診断結果を積極的に活用す

　　る。

（２）運転者本人の了解のもとに運転記録証明書を年1回取得し、

　　飲酒運転の違反歴が新たに発見された運転者に対しては社内

　　処分を行うとともに厳正な指導を行う。

（３）飲酒傾向に問題がある運転者を管理者が把握した場合、直

　　ちに乗務停止を行うとともに専門医によるカウンセリング等

　　適切な処理を講じる。

　（内閣府のホームページから交通安全対策の飲酒運転根絶対策

　　を参照等）

　　　　

４．厳正な点呼の実施（運行管理者等）

（１）出庫時・帰庫時の点呼においては対面による点呼を確実に

　　実施して酒気帯びの有無を報告させるとともに、アルコール

　　検知器により測定させ、アルコール検知器の使用の有無及び

　　酒気帯びの有無を点呼簿に記録する。また、酒気帯びの有無

　　の判断は道路交通法施行令第44条の３に規定する血液中のア

　　ルコール濃度0.3mg/ℓ又は呼気中のアルコール濃度0.15mg/ℓ

　　以上であるか否かを問わないものとする。なお、酒気帯びが

　　確認された場合は、（５）による措置をとる。

（２）対面による点呼が出来ない場合において、点呼を行う場合

　　は、運転者にアルコール検知器を携行させ、又は事業用自動

　　車に設置されているアルコール検知器を使用させ、点呼時に

　　酒気帯びの有無をアルコール検知器を用いて測定させ、その

　　結果を電話その他の方法（通信機能を有し、又は携帯電話等

　　通信機器と接続するアルコール検知器を用いる場合にあって
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